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 １．消防防災技術に係る研
究開発の方向性 

 

（１）消防防災科学技術高度化戦略プラン 2018 

我が国の消防は、地域に密着した自治体消防とし

て発足し、以来、関係者のたゆまぬ努力の積み重ね

により、制度、組織・体制、施設・資機材等の充実

強化が図られ、火災の予防、警防はもとより、救急、

救助から地震、風水害、国民保護等への対応まで幅

広い分野にわたり、国民生活の安心・安全の確保に

大きな役割を果たしてきた。 

今後発生が予測されている南海トラフ地震や首

都直下地震をはじめとする地震災害に備えるとと

もに、近年相次いで発生している集中豪雨・台風等

の自然災害がもたらす被害を軽減するため、消防防

災の科学技術を活用した対応策は重要である。 

さらに、高齢化・人口減少に代表される社会構造

の大きな変化、エネルギー事情の変化等消防を取り

巻く環境の変化や課題に科学技術の側面からも的

確に対応する必要がある。 

以上のように、消防防災に対する新たな課題は大

きくかつ多岐にわたり顕在化してきており、今後、

これらの課題に積極的に対応し、国民生活の安心・

安全を確保していく上で、消防防災分野における科

学技術の果たす役割はますます重要となっている。 

消防庁では、研究開発等に係る中期的なマスター

プランとして「消防防災科学技術高度化戦略プラン」

を策定し、概ね５年ごとに改訂している。平成 30年

３月に改訂した「消防防災科学技術高度化戦略プラ

ン 2018」においては、上記を踏まえ、自然災害リス

クの増大や社会の脆弱化への対応に加え、研究成果

の社会実装の推進を主眼としている。 

 

（２）統合イノベーション戦略等を踏まえた対応 

我が国全体の科学技術政策の中期的なマスター

 

＊1 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会の課題解決を目指す社会 

プランである「科学技術基本計画」を踏まえ、政府

において科学技術のイノベーションに関する総合

戦略が毎年策定されており、直近では平成 30 年６

月 15日に「統合イノベーション戦略」が閣議決定さ

れている。同戦略においては、Society5.0＊1の実現

のため、AIやロボット等についてイノベーションに

資する研究開発を推進するとともに、研究成果の社

会実装化を推進していくこととされている。 

消防庁では、以上を踏まえ、消防防災行政に係る

課題解決や重要施策推進のための「消防防災科学技

術研究推進制度」（以下、本特集において「競争的資

金」という。）における研究課題として AIやロボッ

ト等に関連した案件を重点的に採択するとともに、

研究成果の社会実装化を推進していく。 

 

 

２．研究開発の状況  

以下では、現在消防庁において取り組んでいる AI

やロボット等を利用したシステム等に関する研究

開発の事例について紹介する。 

（１）自動走行や連携技術を活用した消防ロ

ボットシステムの研究開発 

（消防研究センター） 

ア 目的及び概要 

今後発生が懸念されている南海トラフ地震・首都

直下地震の被害想定地域には、我が国有数のエネル

ギー・産業基盤が集積し、石油コンビナートにおけ

る大規模・特殊な災害時には、消防隊が現場に近づ

けない等の大きな課題がある。そこで、耐熱性が高

く、災害状況の画像伝送や放水等の消防活動を行う、

AI 技術を活用した消防ロボットシステムの研究開

発を平成 26年度から進めている。 

この消防ロボットシステムは、消防隊員による操

作の必要がなく、システムが複数提案する移動経路

８ 
AI やロボット等を活用した消防防災体制の充実 
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や放水する位置の判断及び指示を入力するだけで、

半自律的＊2に爆発抑制や火災の延焼防止のための冷

却活動や消火活動を行うことができる。消防ロボッ

トシステムのイメージを特集 8-1図に示す。具体的

には、空中や地上の偵察・監視ロボットの情報を基

に、放水ロボットの最適な放水位置を導出し、放水

ロボット及びホース延長ロボットがそれぞれの作

業を行う。消防ロボットシステムによる消防活動を

効率的に実施するために、以下のような高度な技術

を活用している。 

（ア）大規模火災に対する有効な消防活動を実施す

るために、AI技術を活用し、複数のロボット

に機能を分散させ、情報を共有し、協調・連

携して活動させる技術 

（イ）消防隊員からより離れた場所で半自律的に活

動するために、AI技術を活用し、過酷な状況

においても画像認識や空間認識などを機能

させる先端技術 

（ウ）大規模火災に近接した高熱な領域において消

防活動を行うための耐熱技術 

特集 8-1図 研究開発する消防ロボットシステムのイメージ 

 

大規模災害に対応するために複数のロボットが

協調・連携して活動するが、一方でシステムの一部

のロボット、たとえば偵察ロボットだけでも機能す

ることも考慮し、研究開発を進めている。 

本研究開発では、各単体のロボットの試作機を完

成させ、試作したロボットに協調連携や自律化と

いった高度な機能を取り込み、平成 30 年度には実

戦配備可能な消防ロボットシステムを完成させる

計画としている。 
 

＊2 自律は自らが判断して行動すること。一部を消防隊員が判断し、指示することを半自律としている。 

＊3 ヘリコプターの方向を制御するための後方にある小型のプロペラ 

イ 平成 28年度に試作した各単体ロボット 

飛行型偵察・監視ロボットは、プロペラが上下に

２つ重なり、逆向き方向に回転する「二重反転機構」

を採用している。この機構により、テールローター＊3 

が必要なく小型化が可能になり、また、プロペラが

吹き下ろす気流は、ロボット本体の冷却にも効果的

に利用できる。走行型偵察・監視ロボットは飛散物

が散乱した状況での走行も想定し、車輪、クロー
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ラー（履帯
り た い

）＊4の２つの走行機構を備えている。ク

ローラーは、悪路や障害物に対する走破性能は高い

が、移動速度が遅く、自律走行精度が低い。そこで、

障害物等が検出されない範囲では、車輪で走行する。

放水砲ロボット及びホース延長ロボットはサスペ

ンション機構を備えた４輪駆動であり、農業用機械

を応用し、地盤の液状化が発生した場所等において

も走行が可能である。 

放水砲ロボットに装備されているノズルは、新た

に開発したもので、広角噴霧放水、ストレート放水、

泡放射をノズルの形状切り替えだけで実現してい

る。泡放射は、放水軌跡の安定性並びに泡による消

火性能を両立できる方式を採用している。消防隊が

所有する最大級のポンプで送水可能な放水量

4,000L/min、放水圧 1.0MPa に対応したノズルであ

る。 

完成させた各単体ロボットの試作機の実演公開

を、平成 29年４月に静岡市消防局の協力のもと、消

防研究センターで実施した。 

 
各単体ロボットの試作機 

 
実演公開での放水 

ウ 試作機の試験評価と実戦配備型の開発 

平成 28 年度に試作した各単体ロボットの試作機

を、静岡市消防局及び四日市市消防本部にそれぞれ

 

＊4 建設機械等に用いられているベルトを使った移動機構 

約２か月間貸与し、試験評価を行った。その際、消

防本部管内の石油コンビナートにおいても消防ロ

ボットシステムを稼働させ、その性能を評価した。

試験評価においては、自律走行できない地形がある

こと、指示入力装置や手動操作装置の改善事項等の

指摘を受けた。これらの評価を基に、試作機の改良

設計や自律走行の高度化等を行い、現在、実戦配備

型の消防ロボットシステムの開発を進め、平成 30年

度末に完成させる予定である。なお、本研究開発の

実施にあたり、有識者及び消防本部の担当者で構成

される外部評価会を設置し、評価会における意見も

反映させつつ、研究開発を的確かつ効率的に推進し

ている。 

 

 
石油コンビナートにおける試験評価 

（２）有線ドローンを利用した移動型火のみや

ぐらと G空間システム連携の研究 

（競争的資金） 

本研究は、消防庁の競争的資金制度により平成 29

年度から 30 年度までの間、前橋市消防局の協力の

もと進められている委託研究である。 

ア 目的及び概要 

火災現場において、上空から俯瞰した映像や消防

隊員が見ている活動現場の状況を災害対策本部と

リアルタイムで共有できれば、消火活動や避難活動

に極めて有効である。また、有線ドローンは、有線
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により十分な電力が継続的に供給されているため、

強風に対し安定して飛行できる性能を確保すると

ともに、長時間連続して飛行することが可能となる。

そこで、有線ドローンを打ち上げ、その位置情報と

映像情報等を災害対策本部に伝送できるシステム

を構築し、消防本部等において効率的に当該システ

ムを運用するための研究開発が進められている。 

研究の概要について列挙するともに、システム概

要図を以下に示す（特集 8-2 図）。 

（ア）活動現場において有線ドローンを上空へ打ち

上げ、空撮映像を災害対策本部に伝送する。

有線ドローンは、１週間以上連続して飛行す

ることができる仕様のものを用いている。 

（イ）現場で活動する消防隊員に取り付けられた

ウェアラブルカメラの映像と位置情報をG空

間情報＊5として災害対策本部に伝送する。 

（ウ）災害対策本部では、災害対策本部モニタ上の

地図情報システムに示されたドローンや消

防隊員のアイコンをクリックすることで、当

該ドローンや消防隊員からの撮影映像をリ

アルタイムで確認する。 

（エ）災害対策本部は、伝送された映像や災害の発

生状況を踏まえ、活動戦術を策定して消防隊

員に指示するとともに、災害現場の近傍にい

る市民に対し、適切な方向へ逃げるよう避難

の呼び掛けを行う。 

特集 8-2図 有線ドローンを利用した移動型火のみやぐらと G空間システムの概要図 

 

イ 平成 29年度の研究内容 

活動現場で打ち上げた有線ドローンからリアル

タイムで空撮映像が伝送できること、また災害対策

本部から有線ドローンを遠隔操作することができ

ることを、複数の打ち上げ場所で確認した。 

ウ 今後の研究方針 

地図情報システムの開発を完了させるとともに、

当該システムを活用し、災害対策本部における図上

訓練を実施し、システム全体の有効性の検証等を実

施する予定である。 

 

＊5 位置情報とそれに関連づけられた情報（映像情報など）からなる情報 

（３）消防防災活動におけるドローンの活用 

（消防研究センター） 

ア 目的および概要 

土砂崩れ等の大規模災害にあっては、被災地の上

空から俯瞰した映像があれば、救助活動や活動上の

安全確保に極めて有効である。そのためには、主に

消防防災ヘリコプター等を用いることとなるが、大

規模災害時にあって、航空機の活用については、他

の消防活動との調整に時間を要するなどの課題が

あり、簡易に被災地上空の撮影ができない場合があ

る。一方で、最近注目されているドローンを用いる
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ことにより、より簡便に被災地上空での画像撮影が

できるようになった。 

近年、めざましく進歩しているドローンを消防の

活動に役立てるには、何が必要で、どのように使え

ば有効なのか、消防研究センターでは、土砂災害を

主な対象としてその活用方法を研究している。土砂

災害の被害は近年毎年のように発生し、災害の影響

が広範囲であり、また情報収集に時間を要する場合

が多いことから、ドローンによる俯瞰的な情報の有

用性が高いと考えられる。 

イ 研究内容 

ドローンによる画像を「見る」だけに留まらず、

戦略、作戦、戦術を決定するのに役立てるためには、

どのような情報を得て、それをどのように分析する

のかを明らかにしておく必要がある。土砂災害を対

象とした場合、俯瞰的な画像は、災害の種類と被害

範囲の確認、何がどこへ流れたかを知ることによる

要救助者の位置の推定、広範囲な災害における部隊

の活動状況の把握等に活用することが考えられる。

特集 8-3図は、ある災害現場を対象として、災害前

の衛星写真と、災害後のドローン画像を比較するこ

とにより、家屋が移動した様子を調べたものである。

家屋が土砂と共に約 70m移動したこと及び倒壊等の

被害は生じていないことが分かる。 

また、測量に用いる手法をドローンによる空撮画

像に適用すれば、被災後の地表の高低を知ることが

できるため、堆積した土砂の深さ、救助活動中に隊

員等が退去するための安全な場所、徒歩での移動や

資機材の搬送が困難な場所等をあらかじめ確認す

ることができる。 

特集8-4図は、ある災害現場を対象として、ドロー

ンの画像から求めた地表の「荒さ」を色分けして表

示し、移動が難しい場所をあらかじめ知ろうとする

試みの一例である。凹凸の激しい領域は移動が難し

いと想像されるため、そうでない領域を選んで移動

する方が良いが、泥が堆積した場所は凹凸が少なく

ても移動が困難であることから、高低情報だけでは

なく、画像やほかの指標も導入する必要があると考

え、研究を進めている。 

ウ 今後の研究方針 

いくつかの消防本部では、すでにドローンの利活

用が進んでいる＊6。ドローンを用いてどのような画

像を得るのか、また画像の見方、分析の仕方につい

て、現場の活動と密接にリンクさせながら、消防本

部と協力して検討を進めていきたい。 

特集 8-3図 崩壊の災害発生前後の状況を比較した例 

 
（備考）災害発生後の画像はドローンにより撮影した写真を用いて作成している。矢印で示した家屋が、 

災害後約 70m移動している。 

 

＊6 全 728本部中、116本部が無人航空機を保有し、72本部で活用実績がある（平成 30年５月現在）。 

消防庁では、無人航空機の円滑な運用の為に「消防防災分野における無人航空機の活用の手引き」を作成している。 
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特集 8-4図 ドローンから撮影した画像から数値標高モデルを作成し、その標高データを利用して地表の“荒

さ”を評価し、移動の障害が少ないルートを探索しようとする研究成果の例 

 


